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輸出入物資の 99％を港湾経由で貿易している日本では，港湾は重要なインフラ施設である．港湾政策がもた
らす背後地域への経済波及効果を分析することは効果的な政策を選択することにつながり，ひいては人々の生
活を豊かにするために必要である．しかし，従来の経済分析手法では複数港湾が輸送経路として選択可能であ
るという物流実態を考慮できないという課題がある．そこで本研究では，港湾政策が国内の地域経済に与える
経済波及効果を適切に分析・評価するため，複数の港湾地域を明示的に組み込み，輸出入における港湾選択を
考慮した多地域開放経済モデルを構築する．
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1. はじめに

島国である日本は資源に乏しいため，海外との貿易

を経て必要な資源を入手している．重量ベースで 99％

以上の輸出入物資を港湾経由で取引している日本 1)で

は，港湾は国民生活を支える重要なインフラ施設であ

り日本国民の生活や産業活動の根幹部分を担っている．

ところで，近年世界的に海上輸送手段として利用さ

れるコンテナ船の大型化が進んでいる．コンテナ船の

大型化は海上輸送 1回あたりに輸送できる物資の量を

増やすことで財の輸送費を低下させる．それに伴い国

内消費者の効用水準が高まったり，所得が向上したりと

港湾背後圏地域への経済波及効果を生み出す．日本の港

湾も大型コンテナ船を受け入れ可能にするべく港湾政

策の実施が必要である．より効果的で効率的な港湾政

策を行うためには，政策実施による国内地域への経済

波及効果を分析・評価しなければならない．港湾整備の

分析・評価に関する研究としてこれまで一般均衡理論に

基づいたモデルの構築による数多く行われてきた．特

に空間的な経済波及効果の分析には，空間的応用一般均

衡（SCGE: Spatial Computable General Equilibrium）

モデルの適用が進められている．しかし従来の一般均

衡モデルでは港湾利用者の港湾選択行動を考慮できな

いという課題がある．

そこで本研究では，従来の一般均衡モデルに港湾を

介する国際輸送経路の概念を組み込み，港湾整備の国

内地域への経済波及効果を分析・評価可能な多地域開

放経済モデルの構築をする.

2. 既往研究と本研究のアプローチ

水谷ら 2)の研究では，SCGEモデルを用いて港湾政

策が輸送市場以外の市場にもたらす波及効果を計測し

ている．このモデルは，港湾政策によって海外貿易に

かかる輸送費が低下することで，各市場の需要供給の

均衡を変化させ最終的に各地域の家計への経済効果を

計測している．しかし，モデル構築の際に波及効果を

計測しやすいものにするため,想定されている経済社会

が簡易的である．したがって，より細かな社会構造を

想定し，再現性を向上させる必要がある．

港湾利用者の港湾選択を考慮した手法として，渡部

ら 3)は，国際コンテナ輸送における船社のネットワー

クと荷主の港湾・ルート選択をリンクした国際コンテ

ナ流動モデルを構築した．荷主は輸送費が最小になる

ような港湾・ルートを選択するモデルの構築により，今

後の港湾の需要予測に有効となるシステムを作り上げ

た．しかし，港湾政策が家計にもたらす波及効果を計

測できず，あくまで需要予測の域を超えない．

そこで本研究では，空間的一般均衡モデルを基礎と

する枠組みに港湾を介する国際輸送概念を明示的に組

み込み，貿易における港湾選択を考慮した多地域開放

経済モデルを構築する．

3. モデル

(1) 前提条件

多地域開放経済モデルを構築するにあたり以下の前

提条件に則った経済社会を想定する．
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• I 地域から構成される国内経済を想定し，各地域

に家計，企業，港湾が存在する．

• 海外経済は国や地域によって差別化せず単一の「そ
の他地域」（ROW: Rest Of the World）として集

約する．

• 財生産企業は，中間財と生産要素（労働）を投入
して，財を生産する．

• 財は生産地（国内の各地域およびROW）によって

差別化される．

• 家計は財生産企業と港湾に生産要素を非弾力的に
供給し，対価として所得を受け取る．同時に所得

制約の下で効用最大化するよう財を消費する．

• 国内地域と海外地域との交易，すなわち輸出入に
は港湾輸送サービスを介さなければならない．輸

送費によって利用者は港湾を選択する．

以上の仮定に基づく本モデルの経済社会構造のイメー

ジを図–1に示す．

(2) 家計

家計は国内で生産される国内財と海外で生産される

海外財を消費するものとする．本研究では国内地域を

2地域設定し，それぞれの地域で財を生産している．ま

た海外財に関しても，国内へ輸入される際利用する港

湾によって輸入経路が異なる．そのため家計の効用を

検討する際には，家計の消費行動を 2階層に分けて考

える必要がある．下位階層では，各地域産の財や輸入

経路の異なる海外財の消費量を定式化する．下位階層

で消費された国内財を国内合成財，海外財を海外合成

財とみなす．上位階層では，国内合成財と海外合成財

を消費することで得られる効用を定式化する．2階層に

分けられる家計の消費行動は図–2のように表される．

まず，下位階層の国内財消費に関する支出最小化問題

min
{cji}

QiCi =
∑
j∈I

qjcji (1)

subject to

Ci = δA

∑
j∈I

αAjic
σA−1

σA
ji


σA

σA−1

(2)

を解くと，

cji =

(
αAji

qj

)σA

QσA
i δσA−1

A Ci (3)

が導出される．ここで，

Qi：地域 i(∈ I)の国内合成財価格

Ci：地域 i(∈ I)の国内合成財消費量

qj：地域 j(∈ I)産財の価格

cji：地域 i(∈ I)における地域 j(∈ I)産財の消費

δA：スケールパラメータ

αAji：シェアパラメータ

σA：代替弾力性

図–1 想定する社会構造

である．

海外財消費，すなわち輸入財に対する消費に関して

は，利用港湾によってラベル付けされた経路ごとに輸

送費用が異なり，輸送費に依存して経路選択確率が変

化する．本モデルでは，logit型の経路選択行動を仮定

する．地域 iでの輸入財消費のうち，地域 k(∈ I)の港

湾を介する経路を利用する需要量 cmk,i は，

cmk,i =
exp (−δBpmk,i)∑

k∈I

exp (−δBpmk,i)
CROWi (4)

と表される．国内地域 i における輸入財の価格指数

pROWi は，logit モデルの期待不効用に相当するログ

サム変数により，

pROWi = ln
∑
k∈I

exp (−δBpmk,i) (5)

と定義される．

ここで，

CROWi：海外合成財消費量

pmk,i：地域 kの港湾を経由する海外財の需要地価格

δB：輸送費用感度パラメータ

を表す．

最後に，効用関数の上位階層について効用最大化問題，

max
Ci,CROWi

Ui = δC

(
αCiC

σC−1

σC
i + αCROWiC

σC−1

σC

ROWi

) σC
σC−1

(6)

subject to

I ≥ QiCi + pROWiCROWi (7)

を解くと，国内合成財消費の需要関数

Ci =

(
αC

Qi

)σC

·

δC
σC−1

(
ασC

C Q1−σC
i + βσC

C p1−σC

ROWi

)−1
I (8)
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Ci CROWi

Ui

c1i c2i cm1i cm2i

効用

国内財消費 海外財消費（経路別）

国内合成財消費 海外財消費

図–2 家計の消費行動 (2地域の例)

と，海外合成財消費の需要関数

CROWi =

(
βC

pROWi

)σC

·

δC
σC−1

(
ασC

C Q1−σC
i + βσC

C p1−σC

ROWi

)−1
I(9)

が導出される．ここで，

Ui：効用

I：家計の所得

δC：スケールパラメータ

αC , βC：シェアパラメータ

σC：代替弾力性

を表す．

(3) 企業

企業は国内財生産のために労働力と国内，海外産の

中間投入財を投入することとする．企業の財生産活動

についても 2階層の技術を想定する．下位階層では国

内地域からの中間投入財を投入することで国内中間合

成財を生産すると考える．海外中間投入財についても

同様に考える．上位階層では下位階層で生産した国内

中間合成財と海外中間合成財，労働力を投入すること

で国内財を生産する．企業の財生産行動は図–3のよう

に表される．

まず，下位階層の国内中間投入合成財生産について，

費用最小化問題

min
xaji

QaiXai =
∑
j∈I

qjxaji (10)

subject to

Xai = δD

∑
j

αDjix
σD−1

σD
aji


σD

σD−1

(11)

を解いて，生産地別中間財 xajiの需要関数を導出する．

xaji =

(
αDji

qj

)σD

δσD−1
D QσD

ai Xai (12)

ここで，

Qai：地域 i企業の国内中間投入合成財の価格指数

Xai：地域 i企業の国内中間投入合成財投入

δD：スケールパラメータ

αDji：シェアパラメータ

σD：代替弾力性

である．

次に海外財中間投入の，利用経路別需要を導出する．

消費と同様に，logit型の経路選択行動を仮定すると，地

域 iでの輸入財中間投入のうち，地域 k(∈ I)の港湾を

介する経路を利用する需要量 xmk,i は，

xmk,i =
exp (−δEpmk,i)∑

k∈I

exp (−δEpmk,i)
XROWi (13)

であり，国内地域 iにおける海外財中間投入の価格指数

paROWi は，

paROWi = ln
∑
k∈I

exp (−δEpmk,i) (14)

である．ここで，

xmk,i：地域 i企業による地域 kの港湾を経由する海外

財中間投入

δE：スケールパラメータ

である．

最後に，地域 i企業の国内財生産の上位階層につい

て，以下の費用最小化問題

min
Xai,XROWi,Li

qiXi = QaiXai + paROWiXROWi +wiLi

(15)

subject to

Xi = δF

(
αFaiX

σF −1

σF
ai + αFROWiX

σF −1

σF

ROWi + αFLiL
σF −1

σF
i

) σF
σF −1

(16)

を解いて，派生需要関数を導出する．

Xai =

(
αFai

Qai

)σF

δσF−1
F qσF

i Xi (17)

XROWi =

(
αFROWi

paROWi

)σF

δσF−1
F qσF

i Xi (18)

Li =

(
αFLi

wi

)σF

δσF−1
F qσF

i Xi (19)

ここで，

Xi：地域 i企業の国内財生産

wi：地域 iの労働価格

Li：地域 i企業への労働投入

δF：スケールパラメータ

αFai, αFROWi, αFLi：シェアパラメータ

σF：代替弾力性

を表す．

(4) 港湾

港湾による港湾サービス生産についても家計，企業

と同様に，最適化行動として定式化する．本研究では

港湾サービス生産に必要なのは港湾立地地域からの労

働と国内からの中間投入のみとする．港湾サービス生

産活動も，合成中間投入財と労働を投入する上位階層
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xa1i xa2i

Xai

xm1,i xm2,i

XROWiLi

Xi

国内生産

国内中間投入 海外中間投入（経路別）

国内中間合成財
海外中間合成財労働投入

図–3 企業の生産ツリー (2地域の例)

と，地域別中間財から合成中間投入財を構成する下位

階層に分かれた階層構造（図–4）を想定する．

下位階層については，

min
j

QpiXpi =
∑
j

qjxpji (20)

subject to

Xapi = δG

∑
j

αGjx
σG−1

σG
pji


σG

σG−1

(21)

より，

xpji =

(
αGj

qj

)σG

δσG−1
G QσG

pi Xapi (22)

が導出される．ここで，

Qpi：地域 iの港湾による中間投入合成財価格

Xapi：地域 iの港湾による中間投入合成財投入

xpji：地域 iの港湾による地域 j 産の中間財投入

δG：スケールパラメータ

αGj：シェアパラメータ

σG：代替弾力性

を表す．

次に上位階層の港湾サービス生産を費用最小化問題

として導出する．

min PpiXpi = QpiXapi + wiLpi (23)

subject to

Xpi = δH

(
αHXX

σH−1

σH
api + αHLL

σH−1

σH
pi

) σH
σH−1

(24)

より，

Xapi =

(
αHX

qi

)σH

δσH−1
HX PσH

pi Xpi (25)

Lpi =

(
αHL

wi

)σH

δσH−1
H PσH

pi Xpi (26)

の 2式が導出される．ここで，

Ppi：港 iの港湾サービスの価格

Xpi：港 iの提供する港湾サービス

Lpi：港 iへの労働投入

δH：港湾サービス効率性パラメータ

αHX , αHL：シェアパラメータ

σH：代替弾力性

を表す．

Xpi

Lpi Xapi

xp1i xp2i

港湾サービス生産

労働投入 国内中間合成財

中間投入

図–4 港湾サービス生産の技術 (2地域の例)

(5) 輸出入の港湾サービス

輸出入を経て国内外に取引される財は生産国での価

格と需要地での価格は異なる．貿易財は取引される際

に港湾を経由するため，港湾サービスを需要する必要

があり，需要者はその費用を負担しなければならない．

本モデルでは需要地価格を，財生産地価格と港湾輸送

サービス費用の和として定義する．

海外産の輸入財を国内で需要する際に，経由港湾が

提供する港湾サービスを消費しなければならない．本

モデルでは，輸入量に対して一定割合の港湾サービス

消費が必要と考える．地域 j の港湾を経由する海外財

の単位輸入量あたりに必要とされる港湾サービス需要

を µMj とする．したがって，輸入に伴う地域 jの港湾

サービス需要DMj は，

DMj = µMj

{∑
i

(cmj,i + xmj,i)

}
(27)

となる．

海外財の世界価格（外生）を pW とおくと，国内地

域 iにおいて 1単位の輸入財を需要するためには，世界

価格に加えて港湾サービス需要への対価を支払わなけ

ればならない．地域 kの港湾を利用する経路の場合，1

単位の財需要に対し PpkµMj の港湾サービス需要額が

必要となり，これは実質的には需要地価格 pmk,i が，

pmk,i = pW + µMjPpk (28)

となることを意味する．

国内財の輸出においても，経由港湾が提供する港湾

サービスを消費しなければならない．本モデルでは，輸

出量に対して一定割合の港湾サービス消費が必要と考

える．地域 kの港湾を経由して輸出される国内財の単位

輸出量あたりに必要とされる港湾サービス需要を µEk

とする．輸入と同様に，国内地域 iで生産された 1単位

の財を輸出するためには，生産地価格 qiに加えて港湾

サービス需要への対価を支払わなければならない．地

域 i産の財が地域 k の港湾を利用する経路で輸出され

る場合，ROW経済にとっては，1単位の財需要に対し

PpkµEjの港湾サービス需要額が必要となる．すなわち，
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実質的には海外での需要地価格 pek,i が，

pek,i = qi + µEjPpk (29)

となる．

輸出港湾選択においても輸入と同様に logit型の経路

選択を仮定する．地域 iで生産された国内財が，地域

k(∈ I)の港湾を介する経路を利用して輸出される需要

量 xek,i は，

xek,i =
exp (−δZpek,i)∑

k∈I

exp (−δZpek,i)
Ei (30)

と表される．なお，Eiは，海外（ROW）による地域 i

産財に対する輸出需要である．したがって，輸出に伴

う地域 j の港湾サービス需要DEj は，

DEj = µEj

∑
i

(xej,i) (31)

となる．

(6) 市場均衡

本モデルにおいて需給均衡を考慮すべき市場は，労

働（生産要素）市場，国内財市場，港湾サービス市場

の 3つである．

労働市場について，各地域における労働需要は財生産

への労働投入需要と港湾サービス生産への労働投入需

要の和であり，地域の労働力賦存量 L̃iとの均衡状態は，

Li + Lpi = L̃i ∀i (32)

と表される．

国内財市場について，地域 j で生産される財は国内

各地域の家計，企業，港湾および，ROWによって需要

される．したがって，財市場均衡は，

Xj =
∑
i

(cji + xaji + xpji) + Ej ∀j (33)

となる．

港湾サービスは，輸入と輸出において財が当該港湾

を経由する際に需要される．

Xpi = DEi +DMi ∀i (34)

海外（ROW）経済が国内地域 iで生産された財を需

要するにあたり，複数の輸出経路があり，経路選択が

logitモデルで表されているので，輸出財の海外におけ

る価格指数 rROWi は，輸入と同様に logitモデルの期

待不効用に相当するログサム変数により，

rROWi = ln
∑
k∈I

exp (−δZpek,i) (35)

と表される．前述の ROWによる国内地域財に対する

需要は，この価格指数 rROWiに依存する需要関数とし

て表す．

Ei = f (rROWi) (36)

4. 今後の展望

本研究は，従来の一般均衡モデルに明示的に港湾ネッ

トワークを組み込むことで，輸送費の変化に伴う港湾

選択を考慮した多地域開放経済モデルを構築した．本

稿では，モデルの理論的な枠組みと定式化のみを示し

たが，数値シミュレーションを通じた港湾整備による

地域経済への影響についての考察は，講演時に示す．
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